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(2)Ｇ空間×ＩＣＴの推進
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(a) Ｇ空間情報の利活用の推進
・Ｇ空間情報（地理空間情報）を活用して
新産業・新サービス創出、防災や暮らしの
安心等に寄与するため、官民が保有する
Ｇ空間データを自由に組み合わせて利活用
できるプラットフォームの構築・実証を実施

【予算】 Ｇ空間プラットフォーム構築事業
（新規） <26当初> １４．０億円

【予算】 災害に強いＧ空間シティの構築・街づくり実証事業
（新規） <25補正> ２４．０億円の内数

・空間情報と通信技術を融合させて、暮ら
しに新たな革新をもたらすため、「Ｇ空間
シティ」において、世界最先端の防災シス
テムをつくるとともに、先進的・先導的な
Ｇ空間×ＩＣＴの利活用モデルを構築

(b) 迅速・確実な災害情報の住民への伝達等ＩＣＴやＧ空間情報を活用した

災害対応力の強化

Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議

【予算】 Ｇ空間プラットフォーム構築事業 （新規）<26当初> １４．０億円の内数

・災害時に自治体や緊急消防援助隊からの情報をＧ空間プラットフォームへと接続するシステムを構築
し、そのシステムに集約される情報について、緊急消防援助隊等で共有し、より的確な災害対応を実施
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(5)ＩＣＴ産業の国際競争力強化

【予算】 ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログラム

（新規） <26当初> ５．０億円

・我が国の国際競争力強化に向け、外国政府との連携による国際共同研究や我が国が優位性を有する
先進的ＩＣＴの国際標準化活動を戦略的に推進

【予算】 戦略的情報通信研究開発推進事業 <26当初> ２０．５億円（再掲）
先進的ＩＣＴ国際標準化推進事業 <26当初> ３．１億円

(b) 戦略的な国際共同研究や国際標準化の推進

(c) 新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の着実な構築・運用等

【予算】 ＮＩＣＴ運営費交付金 <26当初> ２８０．７億円

・セキュリティやエネルギー消費等の問題を抜本的に解決する新世代ネットワークの要素技術を統合
した大規模な試験ネットワークを構築・運用し、システム技術を確立等

(a) ＩＣＴ分野におけるイノベーションの創出

・ＩＣＴ分野における我が国発のイノベーション
を創出するため、大学、ベンチャー企業などに
よる技術成果の具現化等を支援する常時応募可
能な研究開発制度等の新設

イノベーション創出委員会
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(e) 言葉の壁を取り除く多言語音声翻訳技術の研究開発の推進

・スマートフォン等で利用可能な高精度な
多言語音声翻訳技術を確立することにより、
外国から日本を訪れる観光客やビジネス
マンとその家族等、日本語が不自由な人が
日本で安心・安全な生活を送る上で大きな
障害となっている言語の壁を取り除くと
ともに、同技術を活用するイノベーション
を誘発して新たな産業を創出

【予算】 言葉の壁を取り除く多言語音声翻訳技術の研究開発
（新規） <25補正> １０．０億円

③ 放送コンテンツの海外展開強化（後掲）

① 我が国のICT産業の海外展開の推進（後掲）

・我が国のＩＣＴ活用システム、地デジ日本方式、放送コンテンツ等をグローバルに展開することで、
我が国のＩＣＴ産業の国際競争力を強化

② 地デジ日本方式等の海外展開（後掲）

(ｆ) 国際展開の推進（後掲）







（参考） ＩＣＴ（情報通信技術）等に関する各国への働きかけ

Ⅰ 元気をつくる - ３．新たな市場創出のための国際展開の推進 - 15

● インドネシア
防災ICTシステム について、協力合意
（H25.4.28-5.1 ｼﾞｬｶﾙﾀ： 通信情報大臣、国民福祉調整大臣等）

包括的なICT分野 について、協力合意
（H25.9.12 東京： 通信情報大臣）

● ミャンマー
ICTインフラ、 防災ICT、郵便システム 協力に関する
実務的協議の場の設置について、合意
（H25.5.20-23 東京： 通信・情報技術大臣）

郵便システム 実務的協議の加速について、合意
（H25.9.12 東京：通信・情報技術大臣）

郵便システム 技術協力開始に向けてほぼ合意
（H26.1.9 ﾈｰﾋﾟｰﾄﾞｰ：大統領、通信・情報技術大臣等）

● モルディブ
地デジ日本方式 導入、大筋合意
（防災、教育、医療）

（H26.1.13マニラ：運輸通信大臣、H25.6.29-7.3マレ：大統領、
運輸通信大臣、外務大臣等）

● ボツワナ
地デジ日伯方式 決定・覚書締結
（H25.7.17 東京：公共政策担当大臣）

ICTシステム協力の意見交換
（防災、国土管理、教育、医療）
（H26.1.16ハボロネ､ H25.11.26東京：運輸通信大臣）
（H26.1.15ハボロネ：公共政策担当大臣）

● ブラジル
地デジ日伯方式 世界展開連携強化合意、
ICTシステム協力 覚書締結
（4K/8K、防災、国土管理、農業、教育、医療）
（H25.7.23-26 ブラジリア： 通信大臣）

● スリランカ
地デジ日本方式導入に向け極めて前向きな回答
ICTシステム協力 検討開始に大筋合意
郵便システム のアピール
（H25.7.28-29 コロンボ： 大統領、マスメディア情報大臣等）

● フィリピン
地デジ日本方式 採用再表明(11月)
（H25.9.12東京：科学技術大臣（強い働きかけ））

ＩＣＴシステム協力 共同声明署名
防災ＩＣＴシステムについて、協力合意
（H26.1.13マニラ：官房長官、大統領府長官、広報大臣、
科学技術大臣）

● ラオス
包括的なICT分野 での協力に関する実務的協議を
行うことで合意
（H25.9.12 東京： 郵便・電気通信大臣）

● ベトナム
ICT協力に関する包括的な覚書更新
（防災、環境、郵便システム）
（H25.9.15-17 ハノイ： 情報通信大臣）
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(2)安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備

【予算】 電気通信事業分野における消費者利益確保のための事務経費 <26当初> ４．２億円

・個人の認証情報（ＩＤ）及び属性情報（パーソナルデータ）に関するデータ連携を複数の
サービス間で高信頼に実現する枠組み（トラストフレームワーク）の調査を実施

【予算】 パーソナルデータの適正な利活用を促進するための環境整備に係る実証実験 （新規） <26当初> １．３億円

(a) パーソナルデータの適正な利活用促進

・スマートフォン上のアプリケーションについて、利用者情報の適切な取扱いが行われているか
第三者が検証する仕組みが、民間において速やかに構築されるよう、第三者検証に必要な技術的
課題等を検討し、プロトタイプシステムによるフィールド実証を実施

・通信サービスの実効速度について、推奨される計測方法を確立するための実証等を通じ、
利用者が適切にサービスを選択できる環境を整備

・誰もが安心・安全にＩＣＴを利用できる環境の整備を目指し、スマートフォンの普及や
新たな情報通信技術・サービスに適応した普及啓発活動等、様々な施策を実施

(b) 電気通信事業分野における消費者利益の確保

【法律】 電気通信事業法の改正

・スマートフォンの普及等に伴う大規模・長時間の事故の多発等を受け、電気通信設備の管理体制
の拡充や、事故防止の規律（設備の技術基準等）の対象となる電気通信事業者の範囲の拡大等に
関する制度整備を実施

(c) 電気通信事故対策強化に関する制度整備






